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名張市の取組概要 

 
【名張市自治基本条例について】 

◆名張市市民自治検討委員会 委員名簿 

委員長 中川 幾郎 帝塚山大学法政策学部 教授 

副委員長 稲沢 克祐 四日市大学総合政策学部 助教授 

委員 内山 富雄 名張近鉄ガス株式会社 代表取締役社長 

委員 岡田 かる子 名張市ボランティア連絡協議会 会長 

委員 河合 進 公募委員 

委員 越田 宏子 公募委員 

委員 多田 昭太郎 名張市区長会 副会長 

委員 谷川 健 名張市地域づくり連絡協議会 会長 

委員 中 孝 公募委員 

委員 中森 久夫 
名張市市民公益活動促進検討委員会 委員長職務代理

（元） 

委員 西山 法生 NPO 法人 あかいほ 理事 

委員 林 きみ子 美旗まちづくり協議会 

委員 宮下 健 名張市議会議員 

委員 望月 明子 桔梗が丘まちづくり委員会 

委員 山下 松一 名張市議会議員 

 

◆市民自治検討委員会の検討経過 

 日時 検討内容等 

第１回 平成16年10月１日(金) 16:00～18:00 

委嘱状交付 

委員長等の互選 

研修会等 

第２回 平成16年11月５日(金) 18:00～20:00 
自治の理念と条例の目的 

市民の権利と責務等 

第３回 平成16年11月24日(水) 18:00～20:00 市議会及び市長等の役割・責務等 

第４回 平成16年11月30日(火) 18:00～20:00 
情報共有 

市政運営 

第５回 平成16年12月17日(金) 18:00～20:30 

市政運営 

参画及び協働 

最高規範性他 

第６回 平成17年１月14日(金) 19:00～21:00 市民公益活動の促進 

第７回 平成17年１月25日(火) 18:00～20:00 全体のまとめ 

第８回 平成17年２月４日(金) 18:00～20:00 報告書作成 

 

◆条例施行までの経過 

平成17年４月 条例素案作成 

    ５月 パブリックコメント（意見は０件） 

    ６月 条例案上程→議決 

    ７月 条例公布 

    （条例周知期間）6か月 14地域で説明会 

平成18年１月 条例施行 
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【名張市地域づくり活動の経過】 
年度 内容 
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・国津地区を皮切りに、地域で任意のまちづくり協議会が組織される。 

・市職員から協議会が組織された地域に地域振興推進チーム員を任命 

４月 亀井利克市長就任 

９月 財政非常事態宣言 

12月 地域予算制度 全区長に説明 

１月 地域予算制度 地域説明会 

２月 合併の是非を問う住民投票 ⇒ 単独市制を選択 

（投票率約60％⇒7割が合併反対） 

４月 名張市ゆめづくり地域交付金の交付に関する条例施行 

９月 全14地域で地域づくり委員会結成 

10月 公民館の地域委託が2館でスタート（美旗・百合が丘） 

11月 名張市地域づくり協議会を設置 

２月 地域づくり協議会「事業中間報告会」 

１月 地域づくり協議会「実践交流会 分科会」 

公民館の地域委託化・・・6館移行 

６月 「名張市自治基本条例」を制定 

10月 全14公民館の地域委託完了 

１月 「名張市自治基本条例」施行 

２月 地域づくり協議会「実践交流会 分科会」 

９月 14公民館の管理委託を指定管理者制度に移行（平成２１年３月完了） 

４月 政策アドバイザー会議設置 

２月 地域づくり協議会「実践交流会」 

３月 政策アドバイザー最終報告「都市内分権の推進について」 

４～10月 市区長会、地域づくり協議会で地域組織の見直しを協議 

11～２月 「地域組織の見直し」素案により地域説明会・パブコメ実施 

2月 「実践交流会（分科会）」をワールドカフェ方式にて開催（三重県共催） 

４月 名張市地域づくり組織条例施行（区長設置規則を廃止） 

５月 地域担当職員制度実施（地域振興推進チーム制度を廃止） 

１地域に管理職２名を配置し、地域ビジョン策定支援にあたる。 

５月 「鴻之台希央台地域」で15番目の地域づくり組織設立 

３月 15地域で「地域ビジョン」策定 

地域経営に関して、組織・機構を見直し 

・ゆめづくり地域予算制度一部見直し 

・ゆめづくり協働事業提案制度の検討 

４月 地域部設置 

地域担当監（地区別専任スタッフ3名）配置（地域担当職員制度廃止） 

公民館の管理運営について、教育委員会の事務を地域部で補助執行。 

ゆめづくり協働事業提案制度スタート 

ゆめづくり協働事業実施（予算化） 

１月 地域づくり組織における会計研修の実施 

２月 小規模多機能自治推進ネットワーク会議立ち上げ発起人となる。 

12月 市民センター条例制定 

４月 公民館の市民センター化（地域づくり活動と生涯学習活動の融合） 

【出典：名張市ゆめづくり地域予算制度（平成 28 年度版）】 


